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一般国道40号（北海道縦貫自動車道）中川天塩道路 事業費算定に当たってのリスク分析
なかがわてしお

区分 リスク項目 リスクへの対応状況

①工事

湿原湿地堆積物の区域を通過するため、軟弱地盤層が想定以
上であった場合、軟弱地盤対策費が増加する可能性。

近傍の地質調査結果をもとに軟弱地盤解析を行い、軟弱地盤対
策費を計上。
事業化後に、詳細な地質調査や軟弱地盤解析を実施し、設計・
施工各段階において、地質・地盤リスクマネジメントを実施。

事業化後に実施する橋梁施工箇所での地質調査により、下部
工と基礎工の構造が変更となり費用が増加する可能性。

航空測量、近傍の地質調査結果や施工実績を参考に、下部工
と基礎工の費用を計上。
事業化後に、構造詳細設計や橋梁下部施工箇所での地質調査
等を実施し、設計・施工各段階において、地質・地盤リスクマネ
ジメントを実施。

－ －

現地調査結果や関係機関協議を踏まえた詳細設計の結果、イ
ンターチェンジ形式の変更により費用が増加する可能性。

航空測量や近傍の設計・施工実績を参考に、インターチェンジの
費用を計上。
今後、詳細な測量や関係機関協議を踏まえて、インターチェンジ
形式を確定。

切土区間について、路床の状況により所定の支持力が得られな
かった場合、舗装構成の変更により費用が増加する可能性。

北海道開発局道路設計要領や近傍事業の施工実績を参考に、
舗装費を計上。
今後、現地ＣＢＲ試験による支持力確認が必要。

地吹雪が頻発する地域を通過するため、現地調査の結果、必要
な防雪対策工の規模が増大する可能性。

吹雪対策マニュアルに基づき、防雪対策（対策箇所・対策工）を
検討し防雪対策工の費用を計上。
事業化後に、詳細な現地調査等を実施し、防雪対策（対策箇
所・対策工）を確定。

②用地及補償

現地調査結果を踏まえた詳細設計の結果、影響範囲が増大し
用地費が増加する可能性。

用地課へのヒアリングを参考に用地費用を計上。
今後、詳細設計を踏まえて、必要な範囲を確定。

鉄塔を1基支障とするほか、交差する送電線との離隔が不足し
ている箇所が複数あるため、鉄塔の移設費用が増大し補償額
が増大する可能性。

用地課へのヒアリングや直近事業化事例を参考に補償費用を計
上。
事業化後の協議を踏まえて必要な補償額を確定。

付帯施設

用地

補償

費目

改良

橋梁

トンネル

ＩＣ・JCT

舗装



一般国道40号（北海道縦貫自動車道）中川天塩道路 事業費算定に当たってのリスク分析
なかがわてしお

○一般国道40号（北海道縦貫自動車道）中川天塩道路は、泥炭層（軟弱地盤）が存在する可能性がある湿原・湿地堆積物が分布す
る区域を通過する計画。

○隣接事業の既往調査箇所では、約26ｍの軟弱地盤層が確認されているが、本区間で実施したボーリング調査では軟弱地盤層が
約12mと想定よりも薄いことが確認された。しかし、調査箇所が限定的で不確定要素もあることから現時点の事業費の算定におい
ては、既往調査箇所の地質結果を「湿原・湿地堆積物分布区域」における軟弱地盤対策工として想定しているが、今後の調査によ
り対策費が増加する可能性有。

軟弱地盤の脆弱性や深さが想定以上であった場合、軟弱地盤対策費が増加する可能性。

地質分布図（シームレス地質図）

○軟弱地盤対策

湿原・湿地堆積物分布区域の対策(既往調査箇所)

既往地質調査結果 ※H22.1に天塩防災事業で実施
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天塩防災事業区間の地質調査結果をもとにした地盤解析により検討
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中川天塩間で実施したボーリング結果をもとに想定
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※押え盛土と敷網は、いずれかor両方を実施
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課題の把握

着工前
重点準備

○地質調査や室内土質試験を行い、軟弱層の厚さや土質性状を把握し軟弱地盤対策工法を決定。
○赤色立体地図に、地質調査や室内土質試験の結果を重ね合わせ、事業区間全体の地形や軟弱層を把握。
○地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン※に基づき、継続的に地質・地盤リスクマネジメントを実施。

着工前重点準備の調査内容

⇒地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン※に基づき、継続的に
地質・地盤リスクマネジメントを実施

※土木事業における地質・地盤リスクマネジメントのガイドライン(令和2年3月)
(国土交通省大臣官房 技術調査課、国立研究開発法人 土木研究所、土木事業における地質・地盤リスクマネジメント検討委員会)

事業化前の机上検討
○軟弱層26ｍ時の軟弱地盤対策

○隣接事業の地質調査において約26ｍの軟弱地盤層を確認。
事業区間内で新たに実施した地質調査においても、約12ｍ
の軟弱地盤層を確認しており、対策工が必要な可能性有。

赤色立体地図の例

⇒軟弱層が厚いと想定される沢部等を地質調査するため、赤色立体地図を
作成し地形を精緻に把握する。また、300m程度毎に地質調査や土質試験
を実施し重ね合わせることで、地形や軟弱地盤層の全体像を把握する。

UAVレーザー測量
の点群データを基
に赤色立体地図を
作成し、地形状況
を精緻に把握

一般国道40号（北海道縦貫自動車道）中川天塩道路 着工前重点準備

⇒事業化後の地質調査で、ボーリング調査、サウンディング試験、室内試
験を実施し軟弱層の分布範囲を把握。調査結果を踏まえ軟弱地盤解析を
行い対策工法を決定する。
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○軟弱層12ｍ時の軟弱地盤対策
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※中川天塩間で実施したボーリング結果をもとに想定
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